平成　　年　　月　　日

○○経済産業局長殿
（沖縄県の場合は、内閣府沖縄総合事務局長殿）
応募者１（主連絡先）　申請者住所（〒　　　　　　　　　）
名　　　　 称   
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者２　申請者住所（〒　　　　　　　　　）
名     　称　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※共同体を構成するすべての応募者（補助金の交付申請を行わない企業を含む）について記載・押印してください。
※応募者が３者以上の場合もすべての応募者について記載・押印してください。
　　　　　　
グローバル技術連携支援事業計画書の提出について
  グローバル技術連携支援事業に係る補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
①事業計画書（様式２）
②役員名簿（様式３）
③決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書）　（※）
（※これらの書類がない設立後２年未満の企業は、決算書に加えて事業計画書及び収支予算書を提出してください。）
④定款（若しくは商業登記簿謄本）（※）
　　　　　（※提出日より３カ月以内に発行された謄本）
⑤会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット
（注）上記書類②～⑤については全ての応募者分の提出が必要です。ただし、試験研究機関や大学等の支援機関については上記書類②～④の提出は不要です。
「様式２（２）事業内容」の部分は、概ね１２枚以内で記載してください。計画書の用紙サイズは原則としてＡ４版の片面印刷とし、決算書・パンフレット・定款など他の提出書類とともに左側に縦２穴で穴を開け（ホッチキス止め不可）、一部ずつ紙製のフラットファイルに綴じ込んでください。また、上記の提出に加えて、様式１、２の内容が全て入力された「ＰＤＦ」ファイル（ＰＤＦに対応できない場合は「ワード」も可）及び様式３（役員名簿）の「エクセル」ファイルを、電子媒体（ＣＤ－Ｒ）に保存の上、１部提出してください。


事業計画書
　（１－１）応募者（企業等）の概要等
（本ページを複製して、全ての応募者（企業等）について記載してください。
	１．応募者の概要

	
	名称：　

	
	代表者名及び役職名：　

	
	住所：　


	
	開発拠点が上記以外の場合（開発機能が申請者の所在地にない）の主要な事業所所在地：


	
	電話番号：　　
	FAX番号：　

	
	担当者名及び役職名：　

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　

	
	資本金(出資金)
	　千円　
	従業員
	　　人　

	
	主たる業種（日本標準産業分類、中分類）
	
	創業又は
設立日
	　　　年　　月　　日

	
	加盟業界団体等
	　

	２．役員一覧　　様式３　役員名簿のとおり　　　　　　

	３．株主一覧　　様式３ 株主等一覧のとおり

	４．経営状況表（注）直近２期分の実績を記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	
	～
	～

	
	①売上高
	
	

	
	②経常利益
	
	

	
	③当期利益
	
	

	


（１―２）応募者（試験研究機関、大学等）の概要等
（試験研究機関、大学等が共同体に参画する場合は、試験研究機関等ごとに以下の様式に必要事項を御記載ください。）
	名称
	

	住所
	

	代表者名及び役職名
	

	本事業で実施する業務（実証・評価等）に係る実績
	

	本事業で利用可能な設備の名称
	

	担当者名及び役職名
	

	連絡先
	電話番号：　　　　　　　　　　　FAX番号：

	
	メールアドレス：


（２）事業内容
	１．事業計画名　※共同体が実施する事業計画名を記載してください

	２．共同体が連携して実施する取組
①□　試作開発における連携　　　□　販路開拓における連携
（＊）該当する類型の□を黒く塗りつぶしてください。
②実施体制、連携の具体的内容、試作開発の主たる実施場所


	３．海外展開を目指す国・地域及び展開予定時期、展開の方法


	４．事業計画の概要
（注）共同体が連携して実施する取組について、課題（①試作開発における技術的課題、又は②販路開拓におけるマーケティングの課題）と解決策を必ず記載し、１５０字程度で簡潔に記載してください。なお、本項目は採択となった場合に公表することがあります。


	５．事業の具体的な内容
下記の項目について、具体的に記載してください
①海外展開に向けた試作開発（技術流出防止や模倣品対策）における技術的課題、取組の優位性、目標と達成度指標、技術的課題の解決方法
②試作開発や販路開拓の具体的な取組内容（必要に応じてフロー図などを用いてください。）


	③試作開発や販路開拓で予定している主な工程ごとのスケジュール
（注）前項目の具体的な取組内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。
（　　　　年度～　　　　年度）
※各年度とも交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したものは補助対象外となりますので御注意ください。
取り組み内容
実施者
実施時期（
※必要な年度まで記載（最長３年度））
第一年度
第二年度
第三年度
１
／
４
２
／
４
３
／
4
４
／
4
1
／
4
2
／
4
3
／
4
4
／
4
1
／
4
2
／
4
3
／
4
4
／
4


	

	④本事業の成果の事業化に向けて想定している内容
（注１）本事業の成果が寄与すると想定している具体的な海外のユーザー、マーケット及び市場規模等について、その成果の価格的・性能的な優位性・収益性や現在の市場規模も踏まえて記載してください。
（注２）本事業の成果の海外での事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・量産化時の製品等の価格等について下表に記載してください。
　　
製品等の名称
○○装置
開発事業者
Ａ技研株式会社、Ｂ製作所株式会社
スケジュール 
事業終了後の経過年数
１年目
２年目
３年目
４年目
５年目
特許出願
設備投資
生産
販売
　
売上・収益見込
売上高（千円）
営業利益（千円）
製品等価格（千円）
販売数量（単位を記載）
売上高の根拠



（３－１）経費明細表　（総括・各事業者　どちらかに○）
（本ページを複製して、総括には、本事業全体の経費支出（共同体の全中小企業の経費支出の合計）を記載してください。単年度あたりの補助金交付申請額の上限は２千万円です。各事業者には、本事業に要する経費支出を伴う中小企業ごとに１社ずつ記載してください。複数年度にわたる計画の場合は、年度ごとに作成してください。）　
	事業実施年度
	平成　　年度
	応募者名
（総括は記載不要です。）
	


①経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分・種別（費目）
	事業に
要する経費
（Ａ:消費税込み
の額）
	補助対象経費
 （Ｂ:消費税抜き
の額）
	補助金交付
申請額
（Ｂ×2/3以内）
	積算基礎

	＜試作開発費＞
原材料費
機械装置費
直接人件費
技術導入費
外注費
委託費
知的財産権関連経費
運搬費
旅費
	
	
	
	

	試作開発費計
	
	
	
	

	＜販路開拓費＞
マーケティング調査費
展示会等事業費
市場等調査費
広報費
専門家謝金
委託費
通訳・翻訳費
雑役務費
運搬費
旅費
	
	
	
	

	販路開拓費計
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


（注１）「経費区分」は、試作開発費、販路開拓費で分類します。
（注２）「種別（費目）」とは、原材料費、機械装置費、直接人件費、技術導入費、外注費、委託費、知的財産権関連経費、運搬費、旅費、マーケティング調査費、専門家謝金、通訳・翻訳費、雑役務費をいいます。
（注３）「事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した金額を記載してください。
（注４）「補助対象経費」とは、「事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費税仕入控除額を差し引いた金額を記載してください。なお、汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、パソコン、プリンタなどの購入やインターネット回線使用料）については「事業に要する経費」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費」にはなりません。
（注５）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。
（注６）計上された補助対象経費について、本事業に採択された事業者は、補助金の交付申請時に必要に応じて、経費の内容・信ぴょう性が確認できる書類（見積書、カタログ、仕様書等）の提出を行っていただきます。
（注７）積算基礎は具体的に記載してください。
（注８）「種別（費目）」には上限が設定されているものがあります。詳細については、Ｐ４～７「補助対象経費」を参照してください。
（３―２）　資金調達内訳
（本ページを複製して、本事業に要する経費支出を伴う中小企業ごとに１社ずつ記載してください。）
	応募者名
	


※補助金の支払は、原則として事業終了後（単年度）の精算払となりますので、事業実施
期間中、補助金相当分の資金を確保する必要があります。（複数年度にわたる計画の場合は、複数年度の合計額を記載）
〈本事業に要する経費調達内訳〉　　　　　　　　　　　　　〈補助金相当額の手当方法〉
	区　　　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	　
	

	補　助　金
	　
	

	借　入　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　計　額
	
	


	区　　　分
	補助金相当額(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借　入　金
	　
	

	そ　の　他
	
	

	合　計　額
	　
	


　　　本事業の経理担当者の役職名・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）補助金又は委託費の交付を受けた実績説明
（本様式は、以下の（注）を参考に、該当案件がある場合のみ作成してください。）
（本ページを複製して本事業に要する経費支出を伴う中小企業ごとに１社ずつ記載してください。）
	応募者名
	


	事業名称
	

	事業主体（関係省庁等）
	

	テーマ名
	

	提案額
	千円

	補助・委託額
	千円

	実施期間
	

	事業内容の相違点
	


（注１）本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）による研究開発制度・事業（委託費・補助金等）において、「過去5年以内に実施済」又は「現在実施中」若しくは「現在申請中」及び「今後申請予定」とされているもののうち、本事業計画と類似した事業内容（同一実施者の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思われるもの又はその恐れがあるものについては、当該案件ごとに双方の事業内容の相違点等について簡潔に説明してください。
（注２）共同体を構成する中小企業ごとに１社ずつ記載してください。また、複数案件がある場合は案件ごとに本ページを複製して作成してください。
受付番号








様式１





様式２









